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序　文

　本書の刊行に向けた作業は2011年3月に発生した大地震とそれによる津波、
そして福島で起きた炉心溶融（メルトダウン）という重大な原発事故の直後に開
始された。その時我々は東北地方に住む日本の友人や研究者に連絡をとり、被災
者を支援するため何ができるか尋ねた。すると多くの人たちが、政府や企業（東
京電力：TEPCO）、大半のマスコミ、そして専門家の一部が伝える、震災の影響
についての情報は信頼できないと述べたのである。
　そこで我々は2012年5月に「原子力災害への対応：知ることの必要性」と題
する国際ワークショップを仙台の東北福祉大学（TFU）と共同で開催し、提起さ
れた疑問に対する答えを見出すべく、日本内外で活躍する最も知識ある人材を探
し求めた。ワークショップの開催にあたっては萩野浩基学長（訳注：当時）から
寛大な支援を受けるとともに、2日間にわたる専門家による討論、そしてその後
およそ400人に対して行なわれた討論結果の公開シンポジウムを、生田目学文教
授とともに組織した。我々の同僚であるリチャード・タンターとリッキー・カー
ステンが日本語で発表を行なう一方、他のワークショップ参加者は字幕つきイン
タビューの形で発表した。そして最後に、Asian Perspective 2013年第37巻4号の特
別号において、上記討論に基づく論文集を生田目教授が編集し、刊行した。
　しかし原子力を巡る国際的議論に立ち入れば立ち入るほど、議論の質に関する
懸念が高まっていった。誤った情報が数多く流布しているだけでなく、時には偽
の情報も流され、それによって原子力に関する議論の行方が左右されることもあ
るという事実に、我々は驚かされた。きちんと整えられた議論の場でさえも、原
発賛成派と反対派が互いに過去について滔々と語り、一方がある論点を力説した
かと思うと、もう一方は全く別の論点を強調する、というのが関の山だったので
ある。その上、オーストラリア、そして我々にとって最も近い隣人である東南ア
ジア諸国連合（ASEAN）10ヵ国のうち、原子力発電所を建設した国は一つもな
い一方で、数ヵ国が強い関心を抱いており、またすでに計画段階に入った国もあ
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る。
　こうした理由から、我々は2014年に、今度はオーストラリア国立大学（ANU）

において「東アジアにおける原子力発電：費用と効用」と題した国際ワークショ
ップを開催した。そこでは原発建設の決定にまつわる9つの主要な論点（建設費
用、規制、事故発生時の責任、廃炉、核廃棄物の処理、原子力発電と気候変動との関

係など）が打ち出されるとともに、これまでに原子力発電への賛成ないし反対を
表明したか否かにかかわらず、これら各論点に関する専門家が招聘された。
　このワークショップにはアメリカ、日本、シンガポール、台湾、そしてオース
トラリアから専門家が参加した。我々はANUの「世界における中国」という建
物で2日間にわたって討論し、3日目にその結果の公開シンポジウムを開催した。
そして、Asian Perspective 2015年第39巻4号の特別号において、今度はティルマ
ン・ラフの編集による論文集を刊行した。
　本書は福島原発事故後における我々の研究結果、ワークショップでの結論、そ
して当プロジェクトに参加した寄稿者の見解を示すものである。我々は東アジア
における原子力の役割を評価すべく最善を尽くした。
　まずは本書の11の章を執筆した各寄稿者と、その文章を入念に編集してくれ
たメアリー＝ルイーズ・ヒッキーに大きな感謝の気持ちを贈りたい。また二度の
ワークショップに参加し、その実施を手助けしてくれたその他の研究者や学生た
ちにも感謝の意を表する。東北福祉大学の萩野浩基、生田目学文両氏は素晴らし
い主催者であり、またANUにおいては国際関係学部、日本研究所、ANU-IU

（インディアナ大学）合同汎アジア研究所、そして素晴らしい施設を提供してくれ
た「世界における中国」に感謝申し上げる。The World Nuclear Industry Status Report

およびBulletin of the Atomic Scientistsに収載された世界原子力発電データベース
（�e Global Nuclear Power Database）は我々の研究を支える包括的かつ実証的な基
礎となる情報を提供してくれた。また、我々の作業に大きく貢献してくれたジュ
リー・ヘイズマンとマイクル・シュナイダーの両氏にも深く感謝するものである。

　全ての人にありがとう。
　キャンベラにて
　2017年9月　
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序　章

アジアにおける原子力エネルギー

メル・ガートフ

　2011年3月に発生したフクシマの核惨事は原子力に関する深刻な疑問を提起し

た。我々はこの後に行なった調査研究を通じて二つの問題に答えを出そうと試み

た。すなわち、アジアにおける原子力の現状はどのようなものか、そして東アジ

アにおいて原子力に未来はあるか、の2点である。我々はこれらの疑問に解答を

出すことで、原子力エネルギーを巡る国際的な議論に貢献することを望んでいる。

当然ながら、こうした重大な問題が単に「イエス」「ノー」で答えられることは

稀である。エネルギーに関する決定は、費用対効果や国益といった客観的要素、

および原発事業者の影響力、汚職、そして官僚的な縄張り争いといった客観性の

薄い要素を土台として、国家レベルでなされるものである。にもかかわらず、本

書の執筆者たちは特定の国々における原子力発電の現状と将来性を綿密に調査す

ることで、大半は否定的なものながら、一定の解答を見出した。

　2017年初頭の時点で、30ヵ国計450基の原子炉が稼働しており、さらに15ヵ

国で60基が建設中である（Nuclear Energy Institute 2016）
1
。またアジアで建設中の

原子炉は34基、うち21基が中国となっている（Bulletin of the Atomic Scientists 2017; 図

0-1参照）。しかし、「フクシマ効果」がアジアに影響を及ぼしたのは間違いない。

中国では福島原発事故後も稼働認可が緩慢なペースながら伸びているにもかかわ

らず、2011年から2014年まで新規建設が行なわれていない（Bulletin of the Atomic 

1   Bulletin of the Atomic Scientists（2017）によると、2017年1月1日時点で、13ヵ

国において55基の原子炉が建設中であるという。
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Scientists 2017）。その一方、M・V・ラマナとエイミー・キングが本書で論じる通

り、中国における原子力発電の現状は、経済成長率目標における「新標準」の適

用と経済面での構造的変化が電力需要の低下につながり、原子力発電に対する関

心が以前の予想を下回りそうだ、というのが真相である。他方、総発電の31パ

ーセントを原子力に依存している韓国では、福島原発事故と世論の強い反対にも

かかわらず、原子力に対する公的な支援が発電だけでなく輸出に関しても引き続

き行なわれていると、ローレン・リチャードソンが本書で指摘している。

 　その一方で、東南アジア諸国連合（ASEAN）を構成する10ヵ国は、原子力エ

ネルギーの推進を巡って分裂している。ベトナムは2016年に手を引くことを決

め、カンボジア、インドネシア、マレーシア、そしてフィリピンは、様々な段階

で導入を検討中である。しかしメリー・カバレロ＝アンソニーとジュリウス・セ

ザール・I・トラヤーノが本書で指摘する通り、2035年におけるASEAN諸国の

総発電量のうち、原子力による電力はわずか1パーセントで、再生可能エネルギ

ーが22パーセントを占めると予測されている。

1955 1960 1965 1970 1975 1980 1985 1990 1995 2000 2005 2010 20161951
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40

30
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1976年の建造開始件数が最大（44基）

年
間
建
造
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始
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図0-1　全世界における原子炉の年間建造開始件数（1951-2016）
出典：Schineider et al.（2017）著者の許可を得て転載。
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第12 章

フクシマの教訓
―9つの「なぜ」

ピーター・ヴァン・ネス

要　旨

　福島原発事故の後、我々は東アジアにおける原子力問題の答えを

見出すべく専門家から成るグループを結成し、2度にわたる国際ワ

ークショップでこの問題を検討した。本章は我々の活動に関する一

致した意見の報告書ではなく、原子力に関して我々が行なった集団

的討議の―1参加者としての立場から記した―個人的見解であ

る。すでに核兵器保有国であるか、あるいはそれを目指しているの

でない限り、原子力はどの国においても良からぬ選択肢であり、そ

れには9つの理由がある、というのが私の意見である。また核保有

を目指している国であっても、そこへ至るにはいくつかの重大な問

題がある。そして2014年にオーストラリア国立大学で実施された2

度目のワークショップにおいて、私が述べる9つの理由のそれぞれ

から9ヵ条の政策提言が打ち出された。



344　　第4部　ポスト原子力の未来

序　論

　The Global Nuclear Power Database: World Nuclear Power Reactor Construction, 

1951-2017（Schneider et al. 2017、Bulletin of the Atomic Scientists 2017にも収載）は現在

までに建設された41ヵ国計754基の原子炉（うち廃炉とされた原子炉は90基）を対

象にしている、現時点で全世界の原子力に関する最も広範な分析報告である。

　新たな原子炉および原子力発電所の建設に関心を持つ国々にとって、このデー

タベースは原子力の世界的な歴史を理解する上で有益である。我々の研究は東ア

ジアにおける事態の推移を検証し、とりわけ中国と日本の状況が大きく異なる点

に目を向けることで、このデータベースを補完すると同時に、各国、特にオース

トラリアや東南アジア諸国連合（ASEAN）の10ヵ国など、原子力を採用すべき

か否か検討している国々が答えなければならない疑問点を明確にしようとするも

のである。

　このデータベースによると、2017年1月1日現在、全世界で55基の原子炉が

建造中であり、そのうち少なくとも35基が当初の予定より遅れているという。

また55基のうち40基が核兵器保有国で建造されており、20基は中国で建造中で

ある。また完工済みの原子炉の最も多く（90基、他に12基が廃炉済み）がウェス

ティングハウス社製のもので、当時4基がアメリカ、同じく4基が中国で建造中

だった。しかし2017年2月、親会社である東芝は63億ドルの損失が発生してい

ると公表し、今後は原子炉の輸出を積極的に促進しないと発表した。ゼネラルエ

レクトリック社やフランスおよびロシアは世界各地で原子炉の建造を進めている。

　2014年8月、我々がオーストラリア国立大学において「東アジアにおける原子

力：費用と効用」というテーマの国際ワークショップを行なった際、アメリカ、

日本、シンガポール、台湾、そしてオーストラリアから参加者を得た。ワークシ

ョップの目的は、各国の原発計画について実証的分析を行なうとともに、賛成派

と反対派が互いに過去を語り、時に説得力のない主張を行なうという、これまで

の討論の形から脱却することにあった。

　我々は将来の原子力プロジェクトに関する9つの論点を設定し、過去に原発へ
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の支持ないし反対を公言したか否かにかかわらず、それぞれの論点を検証するの

にふさわしい専門家を招いた。その論点は以下の通りである。

・建設の初期費用

・原子炉の運転および維持における専門的スタッフの必要性

・独立性と透明性を兼ね備えた規制機関の確立

・事故発生時の責任

・通常の状況と異常な状況（チェルノブイリや福島など）それぞれにおける廃炉

の費用および作業工程

・原子力発電と核兵器の関係

・核廃棄物の処分問題

・放射線被曝による健康への影響

・原子力と気候変動

　3日間にわたるワークショップには、自然科学者、社会科学者、物理学者、生

物学者、そして歴史学者から成る25名の学者が参加した。そこから生み出され

た洞察の深さと議論における冷静さに、主催者である私は感激したものである。

そして最終日までに導かれた彼らの結論は私を大いに驚かせた。

1．建設の初期費用

　原子力発電所の新規建設は巨額のプロジェクトであり、原子炉の建造費用を正

しく見積もるのは複雑な作業である。また石炭、ガス、あるいは再生可能エネル

ギーといった他の電力源とのコスト比較（アンドリュー・ブレイカーズの章を参

照）も、原子力が持つ独特な性質のために容易ではない。廃炉費用、および高レ

ベル放射性廃棄物の処分費用を見積もりに含めるべきか、そうであれば、特に後

者の場合、長期の時間的枠組みの中でその費用をどう見積もるべきか、というの

がその一例である。

　チェルノブイリおよび福島で原発事故が発生してからというもの、安全性への
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